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（派遣元企業）〇〇〇〇（以下「甲」という。）と七戸町（以下「乙」という。）は、地域活性化起業人制度により、甲からその社員を乙に派遣させるにあたり、派遣期間中の取扱いに関する基本的事項について、次のとおり協定する。

（職員の派遣）
第１条　甲は、社員〇〇〇〇（以下「派遣職員」という。）を、甲の社員たる身分を保有したまま、乙へ派遣する。なお、甲及び乙は、本協定に基づく地域活性化企業人制度による派遣が、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和60年法律第88号）第２条第３号に規定する労働者派遣事業に該当しないことを確認する。
２　派遣職員の派遣期間は、令和○年○月○日から令和○年○月○日までとする。ただし、甲乙協議の上、その期間を延長することができる。

（負担金）
第２条　乙は、第１条の派遣に要する費用として、年間560万円を上限に、派遣期間に応じて按分し、負担する。また、同条第２項のただし書きにおいて、その期間が延長された場合も、年額560万円を上限に、派遣期間に応じて按分し、負担するものとする。
２　乙は、甲から前項の負担金の請求を受けたときは、その日から起算して30日以内に負担金を支払うものとする。

（派遣期間中の職務）
第３条　派遣職員は、企画調整課に所属し、次の業務に従事するものとする。
（１）デジタルの力を活用した地方創生の推進の全般に関すること
（２）地方版総合戦略の改訂支援に関すること
（３）デジタルトランスフォーメーション推進計画の策定支援に関すること
（４）デジタル化に関連する事業の企画調整及び推進に関すること
（５）デジタル化に関連する業務所管課の支援及び職員のデジタルスキルの向上に関すること
（６）その他デジタル化の推進の全般に関すること

（就業条件）
第４条　派遣職員の労働時間、休憩時間、休日等の労働条件については、乙の条例、規則その他の規定に従うものとする。

（社会保険）
第５条　派遣社員は、派遣期間中も甲の社員の加入する健康保険、厚生年金保険、雇用保険及び労働災害補償保険の被保険者とする。

（年次有給休暇）
第６条　派遣社員の年次有給休暇の付与及び付与条件については、甲の規定に従うものとする。
２　前項の請求手続き等は、乙の規定に従うものとする。

（給与等の支給）
第７条　派遣社員の給与及び賞与は、甲の定める支給基準に従い、甲が派遣社員に直接支給する。
２　派遣社員の派遣期間中の乙の用務に係る旅費相当額は、乙の条例、規則その他の規定に従い乙が支給する。

（災害補償）
第８条　派遣社員が業務上又は通勤途上において死傷し、又は疾病にかかった場合の災害補償は、甲の規定に基づき甲において処理するものとする。

（定期健康診断）
第９条　派遣社員に対する定期健康診断は、甲の規定により甲において行う。

（出勤状況等の通知及び報告）
第10条　乙は、派遣社員の出勤、時間外勤務及び休暇取得等について、定期的に甲に通知する。また、甲は必要に応じ乙に報告を求めることができる。

（信用失墜行為の禁止）
第11条　派遣社員は、乙の承諾なく、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、また、同様とする。
２　派遣社員は、乙の承諾なく、職務上知り得た秘密を第３条の目的外に使用してはならない。

（分限及び懲戒）
第12条　派遣職員の派遣期間中における分限処分及び懲戒処分については、甲乙協議して行うものとする。

（その他）
第13条　本協定に定めのない事項、又は本協定の各条項の解釈に疑義が生じた場合は、甲乙協議して定めるものとする。


令和　　年　　月　　日
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